
１　決算規模

　 平成21年度の市町村の普通会計決算額は、
百万円 （  Ｈ20 ： 百万円  、差額 百万円 、 増 ）
百万円 （  Ｈ20 ： 百万円  、差額 百万円 、 増 ）

歳入については、諸収入や地方譲与税が減少したものの、国の経済対策による国庫支出金及び繰越金の
増加や臨時財政対策債が増加した結果、対前年度7.6％の増となった。歳出については、人件費、公債費は
減少したが、扶助費や普通建設事業費が増加したことにより、対前年度8.9％の増となった。

第１表　　決算規模の状況
（単位：千円、％）

平成19年度 平成20年度 平成21年度

２ 決算収支

（１） 実質収支
平成21年度の歳入歳出差引額（形式収支）から、繰越事業への充当財源として翌年度に繰り越すべき
額を控除した実質収支総額は、14,105百万円(Ｈ20：11,278百万円)の黒字となっており、41団体（11市11
町19村）、全てにおいて黒字となっている。

（２） 単年度収支
現年度の実質収支額から前年度の実質収支額を差し引いた単年度収支の総額は、2,827百万円の黒
字（Ｈ20：△902百万円）となっている。

（３） 実質単年度収支
単年度収支に財政調整基金の積立額及び地方債の繰上償還額を加え、財政調整基金の取崩額を差
し引いた実質単年度収支の総額は、7,615百万円の黒字（Ｈ20：6,224百万円）となっている。　　　　　　　　　
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区　　　分

（１）平成21年度市町村決算の概要（普通会計）

第１図　決算規模の推移
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第２表　　決算収支の状況
（単位：千円）

歳入総額
A

歳出総額
B

形式収支
A-B C

翌年度に繰り越
すべき財源 D
実質収支

C-D E
単年度収支

F
財政調整基金
積立金 G
繰上償還金

H
積立金取崩し額

I
実質単年度収支
F+G+H-I J

３ 歳入

歳入の内訳を構成比でみると、国庫支出金が144,740百万円（構成比23.1％）で最も高く、続いて地方税
が136,356百万円（構成比21.8％）、地方交付税134,684百万円(同21.5％)、地方債 51,665百万円(同8.2％、
うち臨時財政対策債18,672百万円、3.0％）、都道府県支出金49,028百万円（同7.8％）の順となっており、依
存財源である国庫支出金が自主財源である地方税を上回る結果となった。
これを都市・町村別にみると、都市では国庫支出金（24.4％）が最も高く、続いて地方税（24.2％）、地方交
付税(19.0％)の順となっているのに対し、町村では地方交付税(27.5％)、国庫支出金（19.9％）、地方税
（15.7％）の順となっている。町村では都市に比べてより地方税等の自主財源の割合が少なく、依然として、
地方交付税や国庫支出金等の依存財源の割合が多くを占めている。

地方税等の自主財源総額は、221,173百万円で、前年度に比べ10,667百万円、5.1％の増となっている。
自主財源のうち、地方税の次に占めているのは繰越金であるが、その元は依存財源の国庫支出金が主で
ある。
歳入総額に占める割合（自主財源比率）は35.3％となっており、繰入金等が減少した影響もあるが、それ
以上に依存財源の割合が増加したことにより、前年度（36.1％）に比べ、0.8ポイントの減となっている。
これを全国平均（Ｈ20：48.7％）と比較すると、12.6ポイント低くなっている。　

主な歳入項目を前年度比較でみると、自主財源は、基金からの繰入れが減ったことにより繰入金が前年
度比2,504百万円、14.4％の減、諸収入が前年度比2,200百万円、15.0％の減、市町村民税が減ったことを
主として地方税が前年度比59百万円の減となったものの、前年度末の国の経済対策である臨時交付金を
主とした繰越金が前年度比11,594百万円、88.6％の増、寄付金が前年度比1,953百万円、528.0％の増と
なったことにより、全体として前年度比10,667百万円、5.1％の増となっている。

依存財源の状況をみると、国庫支出金が国の経済対策である交付金等により、前年度比23,540百万円、
19.4％の増、地方債のうち臨時財政対策債が6,249百万円、50.3％の増となっている。地方税に地方交付税
等を加えた一般財源の総額は289,719百万円で、前年度比1,820百万円、0.6％の増となっており、歳入全体
に占める割合は3.2ポイント減の46.2％となっている。
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第３表　　歳入決算の状況
（単位：千円、％）

自主財源
　地方税
　分担金及び負担金
　使用料
　手数料
　財産収入
　寄附金
　繰入金
　繰越金
　諸収入

依存財源
　地方譲与税
　利子割交付金
　配当割交付金
　株式等譲渡所得割交付金
　地方消費税交付金
　ゴルフ場利用税交付金
　自動車取得税交付金
　地方特例交付金
　地方交付税
　交通安全対策特別交付金
　国庫支出金
　国有提供施設等所在市町村助成交付金
　都道府県支出金
　地方債
　　　（うち臨時財政対策債）

歳入合計
  　うち一般財源
(注） うち一般財源は､地方税､地方譲与税､利子割交付金､配当割交付金､株式等譲渡所得割交付金､地方消費税交付金､ゴルフ場利用税交付金､自動車取得税交付金､地方特例交付金、地方交付税の

計である。

また､構成比については､各項目の計と合計値が端数調整のため一致しない場合がある。

（注）全国は大都市、特別区、中核市及び特例市、一部事務組合を除き、歳入額にはNTT債補助金を含まない。
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（単位：％）第２図　歳入決算額の構成比（市町村計）

（注）各項目の計と合計値とが端数調整のため一致しない場合がある。

第３図　歳入決算額の構成比（都市・町村別）

第４図　自主財源比率の推移

（単位：％）
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４　歳出
（1) 目的別歳出の状況
目的別歳出の内訳を構成比でみると、民生費が186,872百万円（構成比30.8％）で最も大きく、続いて総
務費97,781百万円（同16.1％）、教育費83,378百万円（同13.7％）、土木費73,653百万円（同12.1％）、公債
費55,967百万円（同9.2％）の順となっている。
これを都市・町村別の構成比で比較すると、都市では生活保護費の実施等により民生費の割合が34.9
％と最も高く、町村の20.5％に比べ14.4ポイント高くなっている。また、町村では総務費の割合が22.2％と
最も高く都市の13.7％に比べ8.5ポイント高くなっている。
次に前年度比較で増減状況をみると、商工費が定額給付金事業等により14,164百万円、273.8％の増、
民生費が12,324百万円、7.1％の増、教育費が小中学校の校舎及び施設の増改築等により増額となり
10,992百万円、15.2％増、総務費が定額給付金事業等により9,193百万円、10.4％の増、衛生費が一部事
務組合への負担金や新型インフルエンザ対策に係る費用の増加等により3,057百万円、9.7％の増、農林
水産業費が村づくり交付金事業等により1,933百万円、6.2％の増、労働費が緊急雇用創出事業等により
706百万円、100.0％の増、土木費が主に多額の公園整備事業や道路整備事業の終了により1,891百万
円、2.5％の減、公債費が一般会計元金償還の減少等により1,304百万円、2.3％の減となっている。　

第４表　目的別歳出決算の状況
<H21決算額> （単位：千円、％）

（注）　構成比については、各項目の計と合計値が端数調整のため一致しない場合がある。
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（単位：％）

（注）　各項目の計と合計値は端数調整のため一致しない場合がある。

第５図　目的別歳出決算の構成比（市町村計）



（単位：％）

性質別歳出の状況　
性質別歳出の状況をみると、 義務的経費が266,054百万円（構成比43.8％）、投資的経費131,460百万円
（同21.7％）、その他経費209.294百万円（同34.5％）となっている。
また、前年度比較で増減状況をみると、義務的経費が5,736百万円、2.2％の増、投資的経費が6,907百万
円、5.5％の増、その他の経費が36,725百万円、21.3％の増となっている。
　これを都市・町村別の構成比を比較すると、都市では扶助費の割合が22.3％と高く、義務的経費が48.2
％となっており、町村の32.9％に比較し15.3ポイント高くなっている。一方、町村では投資的経費が26.7％と
なっており、都市の19.6％に比較し7.1ポイント高くなっている。　

ア．義務的経費
義務的経費の内訳をみると、人件費が100,089百万円で、職員給、退職金の減等により前年度に比較
し605百万円、0.6％の減となっている。 
　扶助費は109,997百万円で、生活保護費や障害者福祉サービス等給付費の増加等により前年度に比
較し7,645百万円、7.5％の増となっている。
公債費は55,967百万円で、一般会計元金償還の減少等により、前年度に比較し1,304百万円、2.3％の
減となっている。　

イ．投資的経費
　投資的経費の内訳をみると、普通建設事業費が131,210百万円で、前年度に比較し7,190百万円、5.8
％の増となっている。このうち、補助事業費は94,153百万円で、小中学校の校舎及び施設の増改築等に
より、前年度に比較し2,191百万円、2.4％の増となっている。
また、単独事業費は35,918百万円で、前年度に比較し4,909百万円、15.8％の増となっている。これは主
に補助事業費と同様に小中学校の校舎及び施設の増改築等によるものである。
なお、補助事業費と単独事業費の構成比をみると、本県市町村平均が補助事業費15.5％、単独事業
費5.9％となっているのに対し、全国市町村平均（平成20年度）は補助事業費5.2％、単独事業費7.7％と
対照的な構成比であり、特に補助事業費11.3％の構成比差（平成20年度本県市町村平均16.5％）が顕著
である。
これは、本県の場合、自主財源が乏しいなかで、沖縄振興計画に基づく諸施策の推進等により、補助
事業費の構成比が全国平均を上回り、逆に、単独事業費は、全国平均を下回っているものである。 　
災害復旧事業費は、250百万円で前年度に比較し284百万円、53.1％の減となっている。これは台風に
よる災害の減等によるものである。

ウ．その他経費
その他経費は、209,294百万円で前年度に比較し36,725百万円、21.3％の増となっている。
これは、委託料や備品購入費の増加により物件費が7,142百万円、12.1％増、定額給付金事業などの
補助交付金の増加等により補助費等が22,035百万円、52.6％の増、公共施設整備基金を中心とした、そ
の他特定目的基金や減債基金の積立が増加したことにより積立金が3,426百万円、21.7％の増となって
いること等によるものである。　　

第６図　目的別歳出決算構成比（都市・町村別）

（２）
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第５表　　性質別歳出決算の状況　　
<Ｈ21決算額> （単位：千円、％）

義務的経費
人件費
　扶助費
公債費

投資的経費
普通建設事業費
補助事業費
単独事業費

災害復旧事業費
失業対策事業費

その他経費
物件費
維持補修費
補助費等
積立金
　投資及び出資金
　貸付金
　繰出金
　

（注）１　補助事業費は、受託事業費の補助事業費を含む。
（注）２　単独事業費は、同級他団体施行事業負担金及び受託事業費の単独事業費を含む。
（注）３　義務的経費、投資的経費及びその他経費の各々の構成比の計と合計値は端数調整のため一致しない場合がある。

（注）１　端数調整により各々の内訳の計が合計値と一致しない場合がある。

（注）２　補助事業費は、受託事業費の補助事業費を含む。

（注）３　単独事業費は、同級他団体施行事業負担金及び受託事業費の単独事業費を含む。

8.9
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△ 53.1
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21.3

0.3
9.0

区     　　分
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0

皆減 

11.5

市　　町　　村　　計

決算額 構成比 増減率
266,053,611
100,089,167
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131,209,820

27.4
△ 44.8
1236.1
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8.0
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0
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町　　村　　計

決算額
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7.6

0.0
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増減率
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7.7
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9.4
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0.0
0.2
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0.2
0.2

0.5
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22.9
12.1
8.2
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0

433,413,714

19.6
14.1
5.3
0.2
0.0
0.0

32.2
9.9

10,830,198
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1,014,671
40,286,684
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43,040,625
2,339,023
41,704,637

22,930,364
818,438
39,512
0

55,967,330

131,459,892
85,059,561
61,310,759

9.3

32,842,681 94,153,440

40,375,417

△ 1.8

△ 2.3

都　　市　　計

構成比

22.3

208,943,939
72,002,990
96,565,532

85,099,073

48.2
16.6

決算額

19.6

投資的経費
 21.7%

義務的経費
 43.8%

その他の経費
 34.5%

公債費 9.2

補助事業費 15.5

その他の投資 0.2

単独事業費 5.9

物件費 10.9

補助費等 10.5

繰出金 9.0

その他 4.0

人件費 16.5

扶助費 18.1%

（単位：％）

第７図　性質別決算額の構成比（市町村計）



年度　

（注）１　H13以降、全国は大都市、特別区、中核市及び特例市、一部事務組合を除く。
（注）２　H5及びH6の数値は、ＮＴＴ債償還金を除く。

（注）１　H13以降、全国は大都市、特別区、中核市及び特例市、一部事務組合を除く。
（注）２　H5及びH6の数値は、ＮＴＴ債償還金を除く。

5.25.25.25.15.2
6.97.37.27.57.87.6

8.79.08.99.4
8.9

8.38.6
9.3

6.2

15.516.5

18.1
18.818.920.2

21.722.0

24.2
23.123.523.3

21.3

22.9
24.3

22.423.022.8
22.1

24.0
24.5

0

5

10

15

20

25

30

元 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

構成比（％）

全国

沖縄

7.77.8
8.5

9.4
10.7

11.4
12.6

18.6

20.3
21.3 22.1 21.7

20.3
19.3 18.6 17.6

16.0

14.1
13.9 13.3

5.95.6
4.54.6

5.75.95.96.1
7.6

6.86.7
7.8

9.910.210.810.810.8
9.3

10.9
12.1
10.6

0

5

10

15

20

25

元 ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

構成比（％）

全国

沖縄

16.5 18.1 9.2 15.5 5.9 10.9 10.5 9.0 4.2

16.2 7.7 9.0 18.9 7.5 13.4 12.8 8.4 6.0

16.6 22.3 9.3 14.1 5.3 9.9 9.6 9.3 3.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

市町村計

町村

都市

人件費 扶助費 公債費 補助事業費 単独事業費 物件費 補助費等 繰出金 その他

 0           10          20           30          40          50           60          70           80          90         100

（単位：％）
第８図　性質別歳出決算額構成比（都市・町村別）

第９図　普通建設事業費（補助）の構成比の推移

第10図　普通建設事業費（単独）の構成比の推移

年度



 　

（単位：千円、％）

義務的経費
人件費
扶助費
公債費
投資的経費

補助事業費
単独事業費

その他経費
物件費
補助費等
積立金
繰出金
その他
歳出充当額計

（注）１　一般財源等とは、一般財源のほかにその使途が制約されていない収入額の合算額である。
（注）２　補助事業費は、受託事業費の補助事業費を含む。

（注）３　単独事業費は、同級他団体施行事業負担金及び受託事業費の単独事業費を含む。

（注）４　その他投資的経費欄は、災害復旧事業費及び失業対策事業費の合計額である。

（注）５　その他経費のその他欄は、維持補修費・投資及び出資金・貸付金・前年度繰上充用金の合計値である。

（注）６　構成比については、各項目の計と合計値とが端数調整のため一致しない場合がある。

（注）１　全国データとの関係から、平成20年度決算額による比較である（全国は大都市、特別区、中核市及び特例市、一部事務組合を除く。）。

（注）２　各項目の計と合計値とが端数調整のため一致しない場合がある。
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（３） 一般財源等の充当状況

第６表　一般財源等の充当状況

一般財源等の総額は377,606百万円で、前年度に比較し22,354百万円、6.3％の増となっている。各性質別経

費に対する一般財源等の充当状況（構成比）をみると、義務的経費充当分が47.9％で最も高く、うち人件費が

24.7％、扶助費が9.1％、公債費が14.1％となっている。また、投資的経費充当分は、7.4％で、うち普通建設事業

費の補助事業費が1.9％、単独事業費が5.3％となっている。その他経費充当分は39.6％となっている。

なお、平成20年度の決算額で、義務的経費に係る一般財源等の充当状況（構成比）を全国（平成20年度）と比

較してみると、全国の47.3％（うち人件費23.8％、扶助費6.2％、公債費17.3％）に対し、本県は51.0％（うち人件費

26.6％、扶助費9.1％、公債費15.3％）と3.7ポイント高くなっている。　　
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第11図　平成20年度における一般財源等の充当状況（全国・沖縄）
（単位：％）



５ 　主な財政指標
（１）　財政力指数の状況
財政力指数は、地方交付税の算出に用いられた基準財政収入額を基準財政需要額で除した数値の過去３カ年の平均値で、
地方公共団体の財政力を示す指数である。本県市町村の平成21年度の財政力指数の平均は0.35で、全国平均（Ｈ20：0.56）の
６割程度となっている。
都市・町村別でみると、都市0.52、町村0.29となっており、都市・町村間の格差は大きい。また、離島市町村だけをみると、0.16
と県平均を大きく下回っており、特に小規模離島町村では、２団体が0.1を下回るなど厳しい状況にある。

（注）　全国の数値は大都市、特別区、中核市及び特例市を含む。財政力指数は３カ年平均である。また、単純平均である。

（２）　経常収支比率等の状況
　経常収支比率は、地方税、普通交付税などの経常的な収入に対する人件費、公債費、扶助費等の毎年度経常的に支出され
る経費に充当される一般財源の割合で、財政構造の弾力性を示す指標となっており、通常、都市75％、町村70％程度が適正
とされている。
本県市町村の経常収支比率（減税補てん債及び臨時財政対策債込み）の平均は88.4％で、前年度（89.0％）に比較し0.6ポ
イント改善したが、12市町村が90％以上となっている。
主な内訳をみると、人件費が28.9％（Ｈ20：29.7％）で最も高く、次いで公債費16.9％（同17.6 ％）、物件費12.8％（同12.9％）、
扶助費11.0％（同10.6％）、繰出金10.6％（同10.4％）、補助費等7.6％（同7.2％）の順となっている。
なお、本県の平成20年度の経常収支比率を全国平均（Ｈ20：90.7％）と比較すると1.7ポイント低くなっている。近年、全国平均
を下回る傾向にあるものの、通常適正とされる数値を大幅に上回っており、財政の硬直状態は続いている状況にある。

（単位：％）

人件費 扶助費 公債費 物件費 繰出金

（注）１　平成12年度の経常収支比率は、減税補てん債込みの数値である。

（注）２　平成13年度以降の経常収支比率は、減税補てん債及び臨時財政対策債込みの数値である。

（注）３　平成18～20年度の経常収支比率、起債制限比率、実質公債費比率は加重平均であり、それ以外の比率はすべて単純平均である。

（注）４　平成21年度の財政力指数は単純平均であり、それ以外の比率は全て加重平均である。
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（注）１　全国の数値は、大都市、特別区、中核市及び特例市を含む。

（注）２　平成12年度の比率は、減税補てん債込みの数値である。

（注）３　平成13年度以降の比率は、減税補てん債及び臨時財政対策債込みの数値である。

（注）４　平成17年度までの比率は単純平均、平成18年度以降の比率は加重平均である。

　実質公債費比率の状況
実質公債費比率は、地方税、普通交付税のように使途が特定されておらず、毎年度経常的に収入される財源のうち、公債
費や公営企業債に対する繰出金などの公債費に準ずるものを含めた実質的な公債費相当額（普通交付税が措置されるもの
を除く）に充当されたものの占める割合の過去３年度分の平均値である。地方債協議制度への移行に伴い新たに導入された
もので、18％以上の団体は地方債の発行に際し許可が必要となり、25％以上の団体は「地方公共団体の財政の健全化に関

平成21年度決算に基づく実質公債費比率の平均は12.7％（加重平均）となっており、主に過去の起債を繰上償還したことに
より、前年度より0.5ポイント低下した。
このうち、比率が18％以上の団体は４団体、そのうち25％以上の団体は３団体である。

（注）１　全国は、大都市、特別区、中核市及び特例市を含む。

　

（３）

する法律（平成十九年六月二十二日法律第九十四号）」における財政健全化団体となり、財政健全化計画の策定が義務付けされる
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６　将来にわたる財政負担
（１）　地方債の状況
 平成21年度末地方債現在高は545,928百万円で、前年度末（539,760百万円）に比較し6,168百万円、
1.1％の増となった。
特に臨時財政対策債の増加が顕著で、前年度末（120,035百万円）に比較し、13,458百万円、11.2％増
の133,493百万円となった。

（単位：千円、％）

地方債現在高(A)
増減率

増減率
標準財政規模(B)

（注）平成２０年度の標準財政規模は、臨時財政対策債発行可能額を含んだ額である。

（２）　債務負担行為の状況
平成21年度末における債務負担行為による翌年度以降支出予定額は45,709百万円で、前年度
（47,680百万円）に比較し1,971百万円、4.1％の減となっている。
近年減少傾向にあるが、地方債と同様、将来の財政負担を生ずる債務負担行為についても十分に留
意する必要がある。

（単位：千円、％）

増減率
標準財政規模(B)

平成20年度
47,680,356
△ 8.5

287,741,239

45,709,300
△ 4.1

295,754,991

0.1550.098

平成21年度
8,928,278
13.2

83,185,856

0.107

平成20年度
7,889,879
△ 13.5
80,440,026

平成20年度
39,790,477
△ 7.4

平成21年度
36,781,022
△ 7.6

第９表　債務負担行為額（翌年度以降支出予定額）の状況

区　　　　　　　　分

翌年度以降支出予定額(A)

標準財政規模に対す
る倍率(A)/(B)

都　　市　　計 町　　村　　計

207,301,213

0.192

212,569,135

0.173

第８表　地方債現在高の状況

標準財政規模に
対する倍率(A)/(B)

区　　　分

うち臨時財政対策債

都　　市　　計 町　　村　　計 市　町　村　計

398,029,480
平成20年度

1.920

1.6
93,902,329
12.0

212,569,135

1.1
83,869,104
7.6

207,301,213

404,525,019

1.903

平成21年度 平成20年度
141,730,153
△ 1.8
36,166,133
6.9

80,440,026

1.762

平成21年度
141,402,680
△ 0.2
39,590,946
9.5

83,185,856

1.700

平成20年度
539,759,633
0.3

120,035,237
7.4

287,741,239

1.876

平成21年度
545,927,699
1.1

133,493,275
11.2

295,754,991

1.846

市　町　村　計

0.166
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第16図　地方債現在高の推移



（３）　積立金の状況
積立金の平成21年度末現在高は103,146百万円で、前年度末（97,139百万円）に比較し6,007百万円、6.2％の増となっ
ている。
その内訳をみると、財政調整基金が41,584百万円で、前年度に比較し4,426百万円、11.9％の増、減債基金が10,687
百万円で1,441百万円、15.6％の増、その他特定目的基金が50,874百万円で138百万円、0.3％の増となっている。
総額で見た場合の積立金現在高は増加しているが、市町村によっては、年度間の財政の調整機能を担っている財政
調整基金や、地方債の償還財源に充てられる減債基金の残高が標準財政規模に対し５％程度しかない団体も見受けら
れ、団体間の格差が大きい。

（単位：千円、％）

減債基金
その他

50,874,414 0.3

295,754,991

34.9

1,014,243

10,687,486

11.9

15.6

103,145,875 6.2

41,583,975 11.9

33.8

0.3

15.6

15.6

1.3

△ 8.7

906,290

9,245,893

50,735,583

287,741,239

62.1

10.1

14.9

14.9

22.6

2.8

798,627

増減率 増減率

46,901,179

20,847,234

1.3

12.9

51,625,864

23,958,799

97,139,370

37,157,894

町　　村　　計 市　町　村　計
平成20年度末 平成21年度末

4,790,508

標準財政規模に対する

倍率(A)/(B)*100

平成20年度末
増減率

694,908

4,455,385

21,598,560

80,440,026

58.324.2

平成21年度末
増減率

12.9

△ 3.1

△ 7.0

5,461,830

22,205,235

5,225,656

83,185,856

28,669,179 △ 1.6

207,301,213 212,569,135

24.2

平成21年度末
増減率

51,520,011 2.6

17,625,176 8.1

1,602,289 8.1

9.1

第10表　積立金現在高の状況

50,238,191

区　　　　　　分

積立金現在高 (A)

都　　市　　計
平成20年度末

１団体あたり
財調基金

16,310,660

1,482,787

特定目的基金

標準財政規模 (B)

増減率

△ 0.6

19.2

19.2

5.7

29,137,023 △ 9.9

財政調整基金

　 第17図　 積立金現在高の推移空欄
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